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研究開発・知財・リチウムイオン電池開発担当
研究開発センター長

西山 浩一

　私たちは、長期的な視点から次世代電池の革新に向けた開発に取り組んで
おり、その指針になっているのがVision 2035の研究開発ロードマップです。
　2025年度はその指針の実現に向けた一歩として、開発業務の効率化ならび
に次世代電池の開発力強化のために研究開発体制を変更しました。この変更に
より、基礎研究から製品に直結した要素技術まで、切れ目のない開発が効果的
に進められるようになり、異なるバックグラウンドを持つ研究者間の連携や、研
究部門と知財部門での共創も強化されました。
　2026年度はVision 2035の見直しと第七次中期経営計画の策定を踏ま
え、電池に関するグローバル競争の激化や、日本の技術・サプライチェーンの
脆弱化に対応すべく、より当社の強みが発揮できる高安全・長寿命・高出力な
技術を活かせる分野に注力します。また、CO₂の分離回収や還元による有効活
用に貢献する電気化学技術を応用した新規分野にも挑戦していきます。この実
現のために、短中期では超長寿命や出力特性に特化した電池を、長期的には超
軽量の電池や将来のサステナブル電池の研究開発を進めていきます。
　さらに、当社が強みとしているアカデミアとのネットワークを活かして大学や
研究機関との協働を進めています。研究開発と知財が連携した専門チームを
発足しAIの活用にも取り組んでいます。これらの取り組みにより、さらなる技術
競争力の加速と強化に取り組んでまいります。

研究開発・知財担当役員メッセージ
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　当社は、7月9日に採択が公表された国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の「革新型蓄電

池技術開発・高度解析」事業（以下、本事業）における「次世代ナトリウムイオン電池の技術開発」について、学校法人東京理

科大学を代表機関として、産学官連携で開発を行います。

　本事業は、2050年カーボンニュートラルの実現やデジタル・電化社会に向けて将来の蓄電池需要の増大が見込まれる

中で、資源調達リスクが低減され、かつ高い性能を有する革新型電池の実

用化・市場投入を加速させることを目的としており、2030年代半ばの実用

化を目指し、産学官連携で技術開発を行います。当社は、これまで独自に、

従来のリチウム系蓄電池に代替する性能を備えたナトリウムイオン電池の

開発に取り組んできました。本事業では、産学官連携で開発を加速させ、次

世代ナトリウムイオン電池について早期の実用化を目指します。また、さま

ざまな用途に向けた次世代ナトリウムイオン電池の技術開発を通じて、

カーボンニュートラルの実現に貢献していきます。

次世代ナトリウムイオン電池（高安全・低コスト型／定置用）の開発を加速TOPICS

　社会課題解決に向けて蓄電池の重要性がますます高まる中、研究
開発体制の強化を図るべく、中長期的な研究開発テーマに連続性を
持たせ、効率的に推進する体制を整えています。また、カーボン
ニュートラル技術開発に特化した部門を設け、環境問題に寄与する技
術の開発を進めています。
　今年度はプロセス開発を行う部門を設立しました。研究成果を実用
化につなげる先進的な生産技術の開発にも力を入れていく計画です。
　今後もこれらの研究開発を活用し、新規事業の創出を通じて新た
な企業価値の創造に取り組み、業務全体の運営体制強化を図ってい
きます。

■  研究開発体制

■  研究開発ロードマップ

■  各セグメントにおける研究開発

　当社グループでは、長期ビジョンの
改定により、研究開発ロードマップも
アップデートしました。
　「エネルギー密度の進化」と「サステ
ナブル化」の同時開発は従来通り目指
しつつ、今後は新たに「出力の進化」に
も注力し、出力特性に特徴のある材料
系(Si系、Ni,Coフリー系やナトリウム
系など)の開発にも取り組むことで、超
長寿命と優れた出力特性を実現する
電池の開発も目指します。

中～長期的テーマの連続性確保と
課題の明確化による

研究開発の加速と新たな価値の創造

運営管理・市場調査・DX

高度CAE・分析・計算化学 など

研究開発センター

材料
要素技術

電池開発

リチウムイオン電池
ポストリチウムイオン電池
次世代革新電池

カーボンニュートラル技術開発・
リサイクル

2025年度研究開発トピックス

● 欧州向けVRLA電池やインド向けHEV用電池など
 地域ニーズ対応を強化

自動車電池
（国内）

● HEV・BEV向け補機用鉛蓄電池の開発を推進し、
拡大する電動車市場に対応

● GRテック液栓®搭載EN電池の拡販を推進

自動車電池
（海外）

● 鉛蓄電池の3R推進や再生部材活用により環境対応
を強化

● 「ラインバック メガグリッド」に自立運転機能やEMS
機能を追加 

● 変換効率98％の高効率整流器を開発し、省エネ化を
推進

産業電池
電源

● HEV向け電池の生産能力を拡大し、受注増に対応
● PHEV用リチウムイオン電池においては、従来電池よ
りも40%以上高いエネルギー密度を有する新型電
池LEV65の量産を開始し、顧客に納入

● 全固体電池の開発において2022年にNEDOに採択
された補助金を活用し、大型セルの施策に向けたパ
イロットプラントの準備を推進

車載用
リチウム
イオン電池

● 鉛蓄電池技術を応用した膜製品の展開と、省エネル
ギー型膜モジュールおよび排水処理システムの提供

● カーボンニュートラルの実現を目指し、電気化学を
応用した革新的なCO2分離回収技術の開発を推進

特殊電池
および
その他

高安全・長寿命・再資源化をキーワードに電池の進化を実現します

Si系負極電池

金属系負極電池

硫黄正極電池

2020年 2030年 2040年～

HEVなど今までの
電池技術で培った
GSユアサの強み

エネルギー密度の進化
● 次世代LiB (含む全固体) 
  航空機・ドローン・衛星など

出力の進化
● Ni, Coフリー電池 
● ナトリウムイオン電池 
● Si系負極電池 
  AIDC・12V LiBなど

サステナブル化
● レアメタルフリー電池
  ESS・AIDC・12V LiBなど

エ
ネ
ル
ギ
ー
密
度

＋

ナトリウム
イオン電池

水系次世代
電池

Ni,Co
フリー電池

電気化学応用した
技術開発にも取り組みます 
（CO₂分離回収など）

ハードカーボン負極 正極
（酸化物・ポリアニオン）

価値創造に向けた「事業戦略および基盤戦略」 価値創造に向けた
「事業戦略および基盤戦略」

出典：2026年7月9日 NEDO「資源リスク・調達リスクの
　　 低い革新型電池の開発に着手します」



　これまでは、当社全体の特許スコアの概要について経営に
報告し、マクロ分析を行ってきました。2024年度からは、さら
に一歩踏み込んだ形で、開発部門と一緒に主な開発テーマに
ついて自他社の特許を分析し、保有特許の棚卸しや、リスクの
事前把握、注力領域の選定、有力特許活用について検討およ
び実施を進めています。

　これまで磨いてきた権利化プロセス変革手法により、将来
の事業に大きく影響を及ぼすような技術を「重要技術」と位置
付けて特別対応を実施しています。通常の特許出願の活動と
差別化し、自社技術の防衛的な出願のみならず、他社が回避
困難となる特許をつくり込み、強い特許網をつくります。

　Vision 2035の達成に向けたソリューション＆サービスの
提供に当たり、「コト」の提供に関係する特許を早期段階で抽
出する活動を行ってきました。コトづくりに関する特許は、当社
の特許出願全体の約20％を占めるようになり、将来的に他社
との協業を見越して必要となる特許資産をつくり込んでいく
ことにつながります。
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　知的財産部では、Vision 2035達成に向けて「モノとコトの両面から、現事業および新領域での成長を知財権で担保し、他
社が必要とする知財権を取得し、資産化する」を方針に掲げ、知財活動に取り組んでいます。第六次中期経営計画の最終年度
である2025年度は、権利の取得に関し、これまでに抽出した重要技術および新たに発生した重要技術について精緻な分析を
行い、当該技術について他社参入の防止につながる特許網をつくり込んでいます。また当社の権利を侵害している第三者に
対して、必要に応じて特許権行使を行うことで、権益確保に努めています。
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知的財産

生成AI活用による特許出願件数の拡大

　当社では特許の起点となる発明提案の促進、特許調査の効率化、知財部員の専門性強化や育成などが課題と認識して

います。これら課題の解決に向けて、AIの利用による品質向上と出願スピードを高める業務改革を推進しています。さらに

第七次中期経営計画期間は、AIツールを最大活用し、特殊電池、社会インフラ、新規事業等で国内市場確保につながる特

許出願の倍増と海外展開、そしてAI推進

人材と専門人材の創出と育成などに注力

する方針です。その一歩として2026年度

からAI推進グループを立ち上げ、アイデ

ア創出・特許調査・明細書作成の全社展

開をスタートさせています。AIの活用によ

り2026年度は350件の特許を出願し、さ

らに2028年度には510件の特許出願に

向けて拡大していく方針です。

TOPICS

〈主な取り組み〉

❶ 事業判断に役立つ知財分析の情報を
    タイムリーに展開

❷ BEV、リチウムイオン電池事業に寄与する
    重要テーマの特許網構築

❸ 新規事業領域での特許権確保

回避・代替・対策

特許分析による
重点分野／リスク／
自社特許力の見極め

P

早い段階での
リスク把握

積極的な海外特許・
商標の取得と活用

C

事業への影響

知財活動

事業戦略と知財戦略を一体化させた活動が
できた状態をつくり上げる

他社から攻撃を受けても戦える体制
重要分野の知財権利化による事業の高付加価値化

事業成長

新たな事業課題

当社グループの知的財産活動のイメージ

DA

　知的財産部は本社管理部門に位
置付けられており、当社グループ全
体の特許や商標の出願登録、管理を
はじめ、事業の付加価値を向上させ
るべく、知財に関するさまざまな施
策を計画し、関係部門と連携しなが
ら実現に向けてまい進しています。

知的財産部各事業部

取締役会
経営会議

● 事業方針会議
● 経営ヒアリング

各開発・研究部門

海外現地法人・合弁先

方針整合

重要技術の特許化

方針伝達

提案・報告

知財権侵害対策

●知財方針
●特許網構築
●係争対応
●発明報奨

●特許スコア分析
●商標獲得、活用
●知財権の維持管理
●第三者知財権の
 侵害防止

経営者 知財
担当役員

方針伝達 提案・報告

■  知的財産戦略

■  知的財産体制

特許スコア

　特許スコアはこれまでの
知財創出活動の成果を示し
ており、2004年の経営統合
時に比べて大きく成長して
います。
　また重要技術における特
許スコアについては、他の技
術よりもスコアが高い結果
で推移しています。

高

　⬅

　特
許
ス
コ
ア
　⬅

　低

少　➡　特許件数　➡　多

高

　⬅
　特
許
ス
コ
ア
　⬅

　低

産業電池電源
重要技術A

車載用LiB
重要技術B

新規事業
重要技術C

革新技術
重要技術D

〈円の大きさ〉
特許ポートフォリオの
総合力
（特許スコア × 特許件数）

特許スコア：1.0

特許スコア：0.4

※LexisNexis PatentSightを使用し、当社作成

2025年

2010年

2004年

当社グループの特許スコア推移
（2004～2025年）

当社グループにおける各重要技術の
特許スコア（2025年）

平均：1.0

平均：4.3

平均：1.6

平均：2.3

2025年
特許スコア
平均：1.0

1

■  ＧＳユアサの知財活動における強み

コトづくり特許の出願比率
　コトづくり特許について
は、主に産業電池電源事業
部からの新たな事業創出に
向けたアイデアが出てきて
います。また、自動車電池事
業部や関係会社などからも
発明が出てきています。
　2025年度は、コトづくり
特許の自社出願比率が18％
となりました。

特許保有件数

　特許件数は年々増加傾向にありますが、同時に棚卸
しにより不要特許を権利放棄しているため、全体件数は
微増となっています。

2021 2022 2023 （年度）

2,207
1,977

1,997
1,771

2,115

1,866

2024 2025

2,345
1,961

国内特許保有件数（件）
海外特許保有件数（件）

コトづくり特許の出願比率
（2025年度）

18%
（45件）

前年度比
105％ 前年度比

101％
2,243

2

3

1,936

アイデアがこ
れまでの数倍
になると予想

アイデア創出AI
膨らましAI

特許明細書
の原案をAI
で作成

明細書作成AI
権利化AI

特許性の一
次判断をAI
で代替

特許調査AI

2025年度

2026年度

2028年度

アイデアが出ない／
時間が取れない

発明創出 先行文献
調査

特許出願・
登録

人員不足／人が育たない

249
特許出願／年

350
特許出願／年

510
特許出願／年倍増達成

本格運用と定着
全社展開×スピード品質向上

本格運用と定着
全社加速×スピード品質向上

事業部
開発部門

知財部

第七次中期
経営計画
期間の施策

工程

価値創造に向けた「事業戦略および基盤戦略」 価値創造に向けた
「事業戦略および基盤戦略」


